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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 59,514 14.8 1,138 65.9 1,226 62.9 589 141.3
22年3月期 51,835 △13.7 686 △24.5 752 27.1 244 ―

（注）包括利益 23年3月期 213百万円 （△79.4％） 22年3月期 1,038百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 10.71 ― 3.0 2.8 1.9
22年3月期 4.44 ― 1.3 1.8 1.3

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  △124百万円 22年3月期  △233百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 42,894 19,852 45.6 355.92
22年3月期 44,203 19,971 44.7 359.42

（参考） 自己資本   23年3月期  19,577百万円 22年3月期  19,772百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,471 △490 △1,832 3,236
22年3月期 1,077 △868 355 4,161

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 330 135.1 1.7
23年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 330 56.0 1.7
24年3月期(予想) ― 3.00 ― 3.00 6.00 40.7

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 26,500 △6.7 110 △66.8 200 △44.2 30 △78.0 0.55
通期 62,300 4.7 1,230 8.0 1,380 12.5 810 37.5 14.73



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 55,176,000 株 22年3月期 55,176,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 170,356 株 22年3月期 163,080 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 55,009,998 株 22年3月期 55,015,558 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 27,514 3.9 158 530.5 549 △1.8 449 △40.5
22年3月期 26,478 △10.7 25 ― 559 143.6 754 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 8.16 ―
22年3月期 13.72 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 31,333 16,120 51.5 293.05
22年3月期 32,484 16,271 50.1 295.74

（参考） 自己資本 23年3月期  16,120百万円 22年3月期  16,271百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異
なる場合があります。 
なお、業績予想に関連する事項につきましては、添付資料の３～５ページをご参照下さい。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 11,800 △15.6 290 5.5 270 16.1 4.91
通期 27,800 1.0 580 5.5 540 20.2 9.82
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（１）経営成績に関する分析 

〔１〕当連結会計年度の概況および事業の成果 

 東日本大震災により被災されたみなさまには心よりお見舞い申しあげます。 

 当社グループは日頃から企業経営を通じて社会的責任を果たすことを旨としております。今回の震災により、未

だ多数のみなさまが不自由な生活を強いられている現実に鑑み、今後とも、みなさまが少しでも安心して過ごせる

時が早く到来するよう何ができるのかを考え実行してまいる所存であります。 

  

 当社グループでは、外部環境の変化を追うのではなく、永年培ってきた当社ＩＳＭ（イズム）を基本に特長・強

みを前面に押し出すとともに、自ら「変化点」を見出し、スピーディーに行動を変化させることで、外部環境に左

右されない事業基盤の確立に努めております。 

 当連結会計年度においては、これまで培ってきた多くのお取引先との関係を始めとした経営資源を活用し、3つの

地域（北陸地区・首都圏・ベトナム）を軸に6つの事業を展開することでビジネスの拡大に取り組んでまいりまし

た。 

 さらに、スピード化を推し進めるための「月次決算の早期化」、ならびに月次での成果・課題・問題点の把握、

課題・問題点に対する即時対応に努めてまいりました。その結果、組織内に、当月の振り返りおよび成果の捕捉を

当月中に終え、その上で翌月の行動を変化させるという良いリズムが醸成されるとともに、上司が部下に積極的に

関与することで組織力が強化されてまいりました。また、事業の拡大や業務の効率化を図るためには、若い人財を

継続的に採用し育成していくことが第一であるとの考えのもと、本年4月には35名の新入社員を迎え入れました。 

 以上の取り組みにより、当連結会計年度の売上高は595億14百万円（前期比14.8％増）、営業利益は11億38百万円

（前期比65.9％増）、経常利益は12億26百万円（前期比62.9％増）、当期純利益は5億89百万円（前期比141.3％

増）と増収増益となりました。なお、東日本大震災発生による当連結会計年度の業績に対する影響については、限

定的なものでありました。 

  

〔２〕セグメントの状況 

 営業損益の大きいセグメント順に記載いたします。なお、セグメントごとの当社事業部門および子会社・関連会

社につきましては、７ページをご参照下さい。 

  

＜化学品関連事業＞ 

 「国内化成品事業」は、お客様の生産活動に一時的な減速感が出たものの、昨年11月以降、お客様の工場稼働率

が堅調に推移するなか、行動量を増やし個々のお客様へのスピード感ある提案活動を推進してまいりました結果、

クラヤ化成㈱の子会社化効果もあり売上高は増加いたしました。 

 「ベトナムでの事業」は、新規ビジネスを担うAureole Fine Chemical Products Inc.（以下、AFCP社と略）工場

の本稼動に伴い売上高は増加いたしました。なお、本年2月、ベトナム国営大手流通企業であるサトラ社と基本契約

を締結し、同社との協業のもとベトナムの富裕層向け市場での日本メーカー製健康食品および機能性素材を添加し

た食品の販売を本格的に開始いたしました。 

 「医薬品原体」は、アクティブファーマ㈱と相模化成工業㈱との連携のもと、自社開発製品を中心に拡販に努め

てまいりました結果、お客様であるジェネリック医薬品メーカー各社の業績が好調なこともあり売上高は増加いた

しました。 

 以上の結果、売上高は前期比32.3％増の257億7百万円、営業利益は前期比78.2％増の9億75百万円となりました。

  

＜情報システム関連事業＞ 

 お客様における情報化投資は前期に比べ回復基調にあったものの、お客様のニーズがパッケージソフトウェアを

積極的に活用する傾向、さらにはクラウドコンピューティングサービスを活用する傾向へと変化するなか、当社オ

リジナルソリューションであるPOWER EGG®やIDCを前面に押し出し受注活動を推進してまいりました。その結果、受

注高は北陸地区および首都圏ともに増加し、前期比4.0％増の62億89百万円となりました。なお、当連結会計年度に

おいて、初めて金融機関からPOWER EGG®の受注を獲得することができました。 

 また、売上高は北陸地区での受注増を主要因に前期比0.8％増の61億67百万円、営業利益は前期比5.6％増の6億47

百万円となりました。 

 なお、昨年4月に情報セキュリティ格付「ＡＡis(ダブルＡフラット)」を取得した体制を基に、IDCを活用したア

ウトソーシングビジネスのさらなる拡大を図るべく、昨年10月、首都圏にアウトソーシングビジネスの専門部署を

設置いたしました。さらに、昨年10月よりPOWER EGG®のSaaS（Software as a Service）※1サービスを開始し、受

注活動を推進するとともに、本年3月よりクラウドコンピューティングサービスの一つであるDaaS（Desktop as a 

Service）※２サービスを開始いたしました。 

１．経営成績
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※１ SaaS：ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機能を必要に応じて提供するサービスのこと。利用者は必要な時に必要な

機能のみを利用でき、利用する機能に応じた分だけの料金を支払う。 

※２ DaaS：ネットワークを通じてパソコンなどのデスクトップ環境を必要に応じて提供するサービスのこと。DaaS では、企業内で個人

が利用するパソコンなどのクライアント環境をデータセンターに設置したサーバ群に集約し、必要に応じて端末から呼び出して利用する

方式となる。また、SaaS同様、利用者は必要な時に必要な数のみを利用でき、利用する数に応じた分だけの料金を支払う。 

  

＜エネルギー関連事業＞ 

 前年度の期初以降、原油価格が値上がり基調にあったことに加え、産業用燃料はお客様の工場稼働率の向上に伴

い販売数量が増加し、ＬＰＧは集合住宅の空室率改善および新規お客様数の増加を主要因に販売数量が増加いたし

ました。 

 その結果、売上高は、産業用燃料におけるお客様での燃料転換に伴う売上減をカバーし前期比14.0％増の56億44

百万円、営業利益は、売上高増加に伴う売上総利益の増加に加え、コスト削減に努めてまいりました結果、前期比

18.1％増の3億71百万円となりました。 

  

＜空調設備工事関連事業＞ 

 首都圏および北陸地区ともに価格競争がますます激化する状況において、首都圏では、リニューアル工事案件の

受注増加を図るべく、平成20年11月に新設したリニューアル部において一級建築士事務所として省エネ・CO2削減提

案、補助金の活用を織り込んだ提案等を積極的に推進してまいりました。北陸地区では、個々のお客様へのきめ細

かいサポートをするなかで、首都圏同様の取り組みを推進し、リニューアル工事や小工事、機器更新工事の発掘に

努めてまいりました。その結果、受注高は、首都圏においてこれまでの取り組みの成果としてリニューアル工事案

件の受注が増加したことに加え、マンション・IDCの大型案件の受注、北陸地区での大型案件の受注および修理・機

器更新工事の増加により前期比54.5％増の101億76百万円となりました。 

 また、売上高は、首都圏については、前年度下半期の新築案件の受注が低調であったことを主要因に減少したも

のの、北陸地区での受注増により前期比3.5％増の97億29百万円となりました。一方、営業利益は、首都圏での売上

高減少に伴う売上総利益の減少に加え、北陸地区での利益率悪化により、コスト削減に努めたものの前期比10.4％

減の3億44百万円となりました。 

  

＜住宅設備機器関連事業＞ 

 首都圏では、新規マンション供給戸数が本年は5万戸まで増加すると予想されるものの、価格競争がますます激化

する状況が続くなか、「高級マンション」は、大手ディベロッパーとの協業により開発した付加価値の高いオリジ

ナル商品を武器に、「一般向けマンション（分譲・賃貸）」は、お客様との信頼関係および商品調達力を武器に受

注活動を推進してまいりました。一方、「北陸地区」では、猛暑の影響により上半期におけるエアコンの受注・販

売は好調に推移したものの、首都圏ほどの住宅着工戸数の増加はなく価格競争が激化するなか、住宅設備機器につ

いては苦戦を強いられました。その結果、受注高は、首都圏での増加により前期比34.8％増の116億24百万円となり

ました。 

 一方、売上高は、「首都圏の高級マンション」については、大型工事物件の工事進行基準による売上計上が増加

したものの、「首都圏の一般向けマンション」については、前年度末での受注残高が低水準であったことを主要因

に減少し、「北陸地区」についても受注減を主要因に減少したことから、前期比2.5％減の115億7百万円となりまし

た。また、営業損益は、コスト削減に努めてまいりましたものの、売上高の減少および利益率悪化による売上総利

益の減少により、13百万円の営業損失となりました（前期の営業利益は1億51百万円）。 

  

＜樹脂・エレクトロニクス関連事業＞ 

 「樹脂成形品」は、主力の自動車部品分野について需要が回復するなか、ベトナム工場における徹底した品質管

理・納期管理体制を武器に営業活動を推進してまいりました結果、受注が増加いたしました。 

 「金型」は、日本からの技術移転によるベトナムでの金型現地製造に向けた体制づくりがお客様から評価され受

注が増加いたしました。 

 その結果、売上高は前期比37.5％増の17億96百万円、営業損益は97百万円の損失ながら前期に比べ減少いたしま

した（前期の営業損失は1億82百万円）。 

  

〔３〕次期（平成24年3月期）の業績見通し 

 次期の連結業績見通しにつきましては、売上高は623億円（対前期比4.7％増）、営業利益は12億30百万円（対前

期比8.0％増）、経常利益は13億80百万円（対前期比12.5％増）、当期純利益は8億10百万円（対前期比37.5％増）

を予想しております。 
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 東日本大震災の発生以降、サプライチェーン（供給体制）の寸断により、一部商品・原材料の調達面において困

難な状況にあり、翌連結会計年度の業績に多少なりとも影響が及ぶものと想定しております。 

 当社グループとしては、このような状況下においても、当社ＩＳＭ（イズム）を基本に、3つの地域（北陸地区・

首都圏・ベトナム）を軸に6つの事業を展開している強みを活かし、サプライチェーンの一翼を担うべく、お客様へ

の出来る限りの安定供給に努めることでお客様の信頼度・満足度の向上を図ってまいります。また、社員一人ひと

りが果たすべき役割を全うしつつ組織として行動することで、高い生産性の実現に努めてまいります。 

さらに、若い人財の採用について、本年4月並みの人数を計画し進めてまいります。 
  
 次にセグメント別の今後の重点施策についてご説明申しあげます。 
  
＜化学品関連事業＞ 

①医薬品原体について、将来を見据えたジェネリック医薬品原体のスピーディーな開発、ならびに生産設備の増強 

 による生産力の向上を推進してまいります。 

②ベトナムでの事業について、ベトナム市場における健康食品および機能性素材を添加した食品の拡販、ならびに 

 AFCP社の設備を活用した新規ビジネスの開拓を図ってまいります。さらに、化成品事業では、北部エリアでの販 

 路拡大を図るための活動拠点の新設について検討を進めるとともに、ベトナムでの事業活動をより強力に展開す 

 べくASEAN域内での積極的な情報収集および商材の発掘を図ってまいります。 

③国内化成品事業について、ASEAN域からの調達・供給に努めるとともに、昨年7月に開設した大阪地区の拠点を活 

 かし、お客様への提案活動を積極的に展開することで西日本エリアにおける事業の拡大を推進してまいります。 
  
＜情報システム関連事業＞ 

①お客様の事業継続に貢献するアウトソーシングサービスの提案を積極的に推進するとともに、そこから派生する

システム開発案件の発掘に努めてまいります。なお、本年4月、昨年取得した情報セキュリティ格付よりも1ラン

ク上位の「ＡＡ＋is(ダブルＡプラス)」を取得いたしました。 

②POWER EGG®について、当連結会計年度、初めて金融機関に採用された実績をもとに新たなマーケットにおける受

注活動を積極的に推進してまいります。 

③ベトナムでの事業について、ASEAN諸国6カ国でビジネスを展開しているFujitsu Asia Pte. Ltd.のアプリケーシ

ョンファクトリー（本年2月、富士通グループ以外の会社として初めて選定）として、同社との連携をより一層深

めてまいります。 
  
＜エネルギー関連事業＞ 

①新エネルギー（家庭用燃料電池・太陽光発電システム・風力発電機器）への積極的な取り組みを展開するととも

に、現在、北陸地区にて建設を進めている三谷産業グループ新社屋を「地域環境教育の場」として提供すること

により、省CO2技術への理解・普及を先導的に推進してまいります。 

②当社グループがこれまで築きあげてきた地域でのネットワークを活用し、地域でのシェアアップを図ってまいり

ます。 
  
＜空調設備工事関連事業＞ 

①首都圏および北陸地区ともに、一級建築士事務所としての省エネ・CO2削減提案、設備丸ごと診断の推進、ならび

にスピーディーで高品質な施工の継続によるリニューアル工事案件の受注獲得に注力してまいります。 

②当社ベトナムCAD設計・積算子会社の積極的活用により、生産性の向上・スピード化を図ってまいります。 
   
＜住宅設備機器関連事業＞ 

①首都圏および北陸地区ともに、リフォーム市場への参入強化を図るとともに、戸建住宅への営業活動を推進し、

受注獲得に努めてまいります。 

②大手ディベロッパーとの協業による付加価値の高い新規オリジナル商品の開発を推進するとともに、北陸地区で

の受注を獲得すべく、三谷産業グループ新社屋内におけるオリジナル商品のショールーム設置を進めてまいりま

す。 
  
＜樹脂・エレクトロニクス関連事業＞ 

①金型のベトナム現地製造体制について、新たな外部パートナーの発掘・教育を進めるとともに、ベトナム子会社

での金型の設計・製造・育成技術レベルの向上を推進することで強化を図り、自動車部品分野ビジネスのさらな

る拡大に注力してまいります。 

②Fujitsu Computer Products of Vietnam, Inc.の電子部品の調達力および基板実装の技術力・生産力を活用する

ことで、電子部品と樹脂成形品を組み合わせた複合ユニット製品ビジネスの拡大に注力してまいります。 

③ベトナム南部および北部それぞれに工場を保有している強みを活かし受注拡大に努める一方、生産設備の増強に

よる生産能力の向上に努めてまいります。また、ベトナムにおける電力不足の状況に鑑み自家発電装置の導入を

進めてまいります。 
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 なお、東日本大震災の発生に際しては、事業継続計画に則り対策本部を立ち上げ、社員・家族の安否確認および

お取引先の状況確認を実施する一方、首都圏勤務社員および家族の心身の負担緩和、ならびに政府の節電要請への

対応としてシフト勤務体制を本年3月末まで実施いたしました。当社グループとしては、今回の震災を受け、当社内

部統制本部主導のもと、営業拠点ごとの経営資源の適正配置や自家発電装置による使用電源の確保等、これまで構

築してきた災害時の事業継続計画の見直しを実施し、実効性を高めてまいる所存であります。 

 また、本年4月に新たに設置した業務本部を軸として、業務プロセスに対する牽制・統制機能の強化を図るととも

に、業務の標準化・パターン化、重複業務の削減等による業務のさらなる効率化を推進してまいります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度末における総資産残高は、428億94百万円（前連結会計年度末は442億3百万円）となり、前連結会

計年度末に比べ13億8百万円減少いたしました。流動資産の残高は、受取手形及び売掛金19億85百万円の増加、現金

及び預金9億80百万円の減少、仕掛品10億49百万円の減少を主要因に前連結会計年度末に比べ1億29百万円減少し、

246億78百万円となりました。一方、固定資産の残高は、投資有価証券7億27百万円の減少を主要因に前連結会計年

度末に比べ11億79百万円減少し、182億16百万円となりました。 

  負債残高は、230億41百万円（前連結会計年度末は242億32百万円）となり、前連結会計年度末に比べ11億90百万

円減少いたしました。流動負債の残高は、支払手形及び買掛金10億15百万円の増加、工事未払金3億17百万円の減

少、短期借入金13億96百万円の減少を主要因に前連結会計年度末に比べ9億18百万円減少し、201億37百万円となり

ました。一方、固定負債の残高は、長期借入金87百万円の減少、繰延税金負債1億84百万円の減少を主要因に前連結

会計年度末に比べ2億71百万円減少し、29億3百万円となりました。 

  純資産残高は、198億52百万円（前連結会計年度末は199億71百万円）となり、前連結会計年度末に比べ1億18百万

円減少いたしました。株主資本の残高は、前連結会計年度末に比べ2億57百万円増加し、192億99百万円となりまし

た。一方、その他の包括利益累計額の残高は、その他有価証券評価差額金2億66百万円の減少、為替換算調整勘定1

億94百万円の減少を主要因に前連結会計年度末に比べ4億53百万円減少し、2億77百万円となりました。また、少数

株主持分の残高は、前連結会計年度末に比べ76百万円増加し、2億75百万円となりました。 

 これらの結果、連結ベースの自己資本比率は、前連結会計年度末の44.7％から45.6％に増加し、1株当たりの純資

産額は、前連結会計年度末の359円42銭から355円92銭に減少いたしました。 

   

② キャッシュ・フローの状況  

  

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ3億93百万円増加し、14億71百万

円の収入となりました。 

 この主な要因は、税金等調整前当期純利益が11億50百万円、減価償却費が8億43百万円、売上債権の増加による資

金の減少が17億36百万円、たな卸資産の減少による資金の増加が8億48百万円、仕入債務の増加による資金の増加が

7億53百万円、法人税等の支払額が4億40百万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ支出が3億78百万円減少し、4億90百万円の支出と

なりました。この主な要因は、有形固定資産の取得による支出3億42百万円であります。 

 一方、財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ21億88百万円減少し、18億32百万円の支出

となりました。この主な要因は、長期借入金および短期借入金の純減額が合わせて14億39百万円、配当金の支払額

が3億30百万円であります。          

 これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ9億24百万円減少し、32

億36百万円となりました。 

  前連結会計年度   当連結会計年度      

  自 平成21年 4月 1日   自 平成22年 4月 1日   増減  

  至 平成22年 3月31日   至 平成23年 3月31日      

区分 金額（百万円）   金額（百万円）   金額（百万円）  

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,077  1,471  393 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 868  △ 490  378 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 355  △ 1,832  △ 2,188 

 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 36  △ 72  △ 36 

 現金及び現金同等物の増減額 528  △ 924  △ 1,453 

 現金及び現金同等物の期末残高 4,161  3,236  △ 924 
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  （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 （注）時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

  おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

   

（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、株主のみなさまに対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、継続的な安定配当を実施するとと

もに、企業体質の強化と将来の事業拡大に備えるため、必要な内部留保を確保していくことを基本方針としており

ます。 

なお、当社は3年スパンでの中期経営計画を策定しており、外的・内的環境の変化に応じて必要な見直しを行って

おりますが、中期経営計画の進捗状況を見極めつつ、継続的な安定配当を実施するために、内部留保のうち配当積

立金について、年間配当金総額の3倍程度の水準を一つの目標とし確保してまいる所存であります。 

当事業年度の期末配当金につきましては、平成23年5月10日開催の取締役会決議により、1株につき3円とさせてい

ただきました。すでに、平成22年12月6日に実施済みの中間配当金1株当たり3円とあわせまして、年間配当金は1株

当たり6円となります。 

  

  

項目 

平成19年 

3月期 

平成20年 

3月期 

平成21年 

3月期 

平成22年 

3月期 

平成23年 

3月期 

 自己資本比率（％）  43.9  44.2  46.4  44.7  45.6

 時価ベースの自己資本比率（％）  27.3  18.2  10.8  18.5  20.3

 キャッシュ・フロー対有利子 

 負債率（年） 
 11.9  9.7  3.2  8.2  5.0

 インタレスト・カバレッジ・ 

 レシオ（倍） 
 8.3  8.4  24.7  15.3  20.0
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  当社グループは、当社と子会社27社および関連会社6社で構成されており、主な事業内容は、情報システム関連、樹

脂・エレクトロニクス関連、化学品関連、空調設備工事関連、住宅設備機器関連およびエネルギー関連事業でありま

す。セグメントといたしましては、上記6事業にマンション・ビル等の保全管理等その他を加えた7事業であります。 

  当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 

  

事業系統図 

  

  （注）１ 無印は連結子会社であります。 

 ２ ※１は非連結子会社で持分法非適用会社であります。 

 ３ ※２は関連会社で持分法適用会社であります。 

 ４ ※３は関連会社で持分法非適用会社であります。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「お客様とともに」の理念のもと、顧客満足度の向上を目指した高付加価値ビジネスを推進して

おります。今後、お客様のニーズがますます多様化・高度化する激変の環境下にありまして、当社グループならでは

の存在意義を明確化し、お客様に真に満足していただける商品・サービスを企画・開発・提供することを経営の基本

方針としております。 

 また、法令を遵守することを企業活動の最重要項目と位置付けたうえで、単なる規模の利益のみを追求するのでは

なく、常に収益性を意識しつつ、足腰の強い筋肉質の企業集団を目指すとともに、環境に配慮したビジネスを推進

し、社会に貢献してまいります。 

  

(2）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、『お客様にとっての「特別な会社」』および「社会に貢献する企業グループ」を目指して、次の

８項目を中長期的な重点戦略として経営を推進してまいります。 

 ①健全なビジネスモラルの確立 

  ・法令遵守を大前提とした健全なビジネスの推進 

 ②確固たるビジネス基盤の確立 

  ・当社各事業部・本部およびグループ各社における強固な事業基盤の構築 

  ・顧客に実感していただける存在意義の創出 

 ③新たな付加価値の創造 

  ・新たな商品、サービス、仕組みの創造 

  ・新規顧客の開拓 

  ・グローバルな視点での新たな市場の開拓 

 ④営業力の強化 

  ・既存の市場・顧客に対する深化深耕 

  ・産学共同研究や外部コンサルタント等との連携強化による技術力の向上 

  ・通年採用・外部パートナーとのコラボレーション等、人材・組織のレベルアップ 

 ⑤生産管理能力の具備 

  ・人材・組織・システム面における生産管理体制の確立 

  ・生産管理、品質管理および品質保証の充実 

 ⑥組織を超えた複合力の発揮 

  ・当社各事業部・本部およびグループ企業間のシナジー効果の創出 

  ・組織を横断した情報および技術の共有化 

 ⑦国際競争力の向上 

  ・国際標準に適応する品質管理体制の確立 

  ・グローバルな市場において認められる価値創造 

 ⑧公正かつ活力ある企業風土づくり 

  ・社員個々人の自己実現の場としての働きがいのある環境づくり 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,421 3,441

受取手形及び売掛金 13,556 15,542

完成工事未収入金 3,074 2,773

商品及び製品 717 991

仕掛品 2,135 1,086

未成工事支出金 225 20

原材料及び貯蔵品 118 206

繰延税金資産 103 116

その他 534 578

貸倒引当金 △80 △78

流動資産合計 24,807 24,678

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,983 11,186

減価償却累計額 △6,278 △6,592

建物及び構築物（純額） 4,705 4,593

機械装置及び運搬具 1,725 1,701

減価償却累計額 △1,243 △1,298

機械装置及び運搬具（純額） 482 402

工具、器具及び備品 841 851

減価償却累計額 △678 △673

工具、器具及び備品（純額） 162 177

土地 3,772 3,748

リース資産 185 317

減価償却累計額 △51 △93

リース資産（純額） 134 223

建設仮勘定 63 5

有形固定資産合計 9,320 9,150

無形固定資産   

ソフトウエア 626 569

リース資産 47 55

電話加入権 35 36

その他 116 71

無形固定資産合計 825 732

投資その他の資産   

投資有価証券 7,879 7,152

長期貸付金 0 0

差入保証金 858 820

繰延税金資産 55 20

その他 457 342

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 9,248 8,333

固定資産合計 19,395 18,216

資産合計 44,203 42,894
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,438 10,453

工事未払金 1,177 859

短期借入金 7,799 6,402

リース債務 51 80

未払法人税等 267 340

未払消費税等 115 122

未成工事受入金 29 22

役員賞与引当金 44 61

受注損失引当金 27 15

完成工事補償引当金 32 43

資産除去債務 － 4

その他 2,075 1,733

流動負債合計 21,056 20,137

固定負債   

長期借入金 743 656

預り保証金 122 123

リース債務 138 214

繰延税金負債 1,394 1,209

退職給付引当金 114 109

役員退職慰労引当金 476 434

資産除去債務 － 65

その他 185 91

固定負債合計 3,175 2,903

負債合計 24,232 23,041

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,702 3,702

資本剰余金 2,702 2,702

利益剰余金 12,674 12,933

自己株式 △36 △37

株主資本合計 19,041 19,299

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,298 1,031

繰延ヘッジ損益 △8 △0

為替換算調整勘定 △559 △753

その他の包括利益累計額合計 731 277

少数株主持分 198 275

純資産合計 19,971 19,852

負債純資産合計 44,203 42,894
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 51,835 59,514

売上原価 43,460 50,313

売上総利益 8,374 9,201

販売費及び一般管理費   

手数料 686 609

旅費及び交通費 420 429

役員報酬 400 378

従業員給料 2,241 2,482

従業員賞与 552 651

退職給付費用 104 108

役員賞与引当金繰入額 44 61

役員退職慰労引当金繰入額 53 49

福利厚生費 607 698

賃借料 674 668

減価償却費 583 598

貸倒引当金繰入額 － 3

その他 1,317 1,324

販売費及び一般管理費合計 7,687 8,062

営業利益 686 1,138

営業外収益   

受取利息 19 18

受取配当金 121 116

投資事業組合運用益 29 1

仕入割引 73 73

その他 212 206

営業外収益合計 456 416

営業外費用   

支払利息 84 79

持分法による投資損失 233 124

その他 71 124

営業外費用合計 389 328

経常利益 752 1,226
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 0 0

償却債権取立益 2 0

貸倒引当金戻入額 35 －

その他 － 0

特別利益合計 39 3

特別損失   

固定資産売却損 0 9

固定資産除却損 21 22

投資有価証券評価損 51 21

持分変動損失 23 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17

その他 22 8

特別損失合計 119 78

税金等調整前当期純利益 672 1,150

法人税、住民税及び事業税 360 462

法人税等調整額 82 21

法人税等合計 442 484

少数株主損益調整前当期純利益 － 666

少数株主利益又は少数株主損失（△） △14 77

当期純利益 244 589
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 666

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △271

繰延ヘッジ損益 － 8

為替換算調整勘定 － △194

持分法適用会社に対する持分相当額 － 4

その他の包括利益合計 － △453

包括利益 － 213

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 136

少数株主に係る包括利益 － 76
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,702 3,702

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,702 3,702

資本剰余金   

前期末残高 2,702 2,702

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,702 2,702

利益剰余金   

前期末残高 12,760 12,674

当期変動額   

剰余金の配当 △330 △330

当期純利益 244 589

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △86 258

当期末残高 12,674 12,933

自己株式   

前期末残高 △35 △36

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 △36 △37

株主資本合計   

前期末残高 19,128 19,041

当期変動額   

剰余金の配当 △330 △330

当期純利益 244 589

自己株式の取得 △0 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △86 257

当期末残高 19,041 19,299
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 490 1,298

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 808 △266

当期変動額合計 808 △266

当期末残高 1,298 1,031

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △15 △8

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6 8

当期変動額合計 6 8

当期末残高 △8 △0

為替換算調整勘定   

前期末残高 △524 △559

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △34 △194

当期変動額合計 △34 △194

当期末残高 △559 △753

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △49 731

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 780 △453

当期変動額合計 780 △453

当期末残高 731 277

少数株主持分   

前期末残高 37 198

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 160 76

当期変動額合計 160 76

当期末残高 198 275

純資産合計   

前期末残高 19,116 19,971

当期変動額   

剰余金の配当 △330 △330

当期純利益 244 589

自己株式の取得 △0 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 941 △376

当期変動額合計 854 △118

当期末残高 19,971 19,852
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 672 1,150

減価償却費 790 843

負ののれん償却額 △5 △13

持分法による投資損益（△は益） 233 124

投資事業組合運用損益（△は益） △29 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 51 21

貸倒引当金の増減額（△は減少） △265 △1

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △55 16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 △42

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14 △0

受注損失引当金の増減額（△は減少） 13 △11

受取利息及び受取配当金 △140 △134

支払利息 84 79

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

固定資産売却損益（△は益） △0 7

固定資産除却損 21 22

売上債権の増減額（△は増加） 206 △1,736

たな卸資産の増減額（△は増加） 888 848

仕入債務の増減額（△は減少） △450 753

転貸リースに係る売上修正に伴う減少額 △253 △124

その他 △226 39

小計 1,563 1,840

利息及び配当金の受取額 155 145

利息の支払額 △70 △73

法人税等の支払額 △570 △440

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,077 1,471

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △273 △23

定期預金の払戻による収入 169 45

有形固定資産の取得による支出 △818 △342

有形固定資産の売却による収入 15 17

無形固定資産の取得による支出 △145 △262

投資有価証券の取得による支出 △24 △36

投資有価証券の売却による収入 0 11

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

172 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△31 －

貸付けによる支出 － △13

貸付金の回収による収入 21 0

その他 44 113

投資活動によるキャッシュ・フロー △868 △490
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 146 △1,454

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △32 △61

長期借入れによる収入 594 200

長期借入金の返済による支出 △168 △184

少数株主に対する株式発行による収入 147 －

親会社による配当金の支払額 △330 △330

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

自己株式の取得による支出 △0 △1

自己株式の売却による収入 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 355 △1,832

現金及び現金同等物に係る換算差額 △36 △72

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 528 △924

現金及び現金同等物の期首残高 3,632 4,161

現金及び現金同等物の期末残高 4,161 3,236
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 該当事項はありません。 

   

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 21社 

  主要な連結子会社の名称 

 ディサークル㈱、三谷産業イー・シ

ー㈱、三谷産業コンストラクションズ

㈱、三谷住建販売㈱、㈱エンブレム、

㈱インテンザ 

 当連結会計年度において、アクティ

ブファーマ㈱を設立し、クラヤ化成㈱

および㈱藤精工の株式を取得したた 

め、それぞれ連結の範囲に含めており

ます。 

 また、三谷産業イー・シー㈱と三谷

ガス㈱は、三谷産業イー・シー㈱を存

続会社として合併いたしました。 

(1）連結子会社の数 20社 

  主要な連結子会社の名称 

 ディサークル㈱、三谷産業イー・シ

ー㈱、三谷産業コンストラクションズ

㈱、三谷住建販売㈱、㈱エンブレム、

㈱インテンザ 

 当連結会計年度において、㈱アクテ

ィと㈱藤精工は、㈱アクティを存続会

社として合併いたしました。 

  

  (2）非連結子会社の名称等 

 アドニス㈱、㈱ホップス、㈲アルムシ

ステム、㈲ティー・エス、㈲エッチ・ケ

ー・エス、㈲マフィ、㈱ソワロード・カ

ンパニー 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲に含めておりません。 

(2）非連結子会社の名称等 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数  ４社 

会社名 

 ニッコー㈱、北陸コンピュータ・サ

ービス㈱、ヴィサージュ管理㈱、デン

カ生コン高山㈱ 

 なお、持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社について

は、各社の直近の財務諸表を使用して

おります。 

(1）持分法適用の関連会社数  ４社 

同左  

  (2）持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社の名称等 

持分法非適用の非連結子会社 

(2）持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社の名称等 

持分法非適用の非連結子会社 

  主要な会社名 

アドニス㈱、㈱ホップス、㈱ソワロー

ド・カンパニー 

主要な会社名 

同左 

  持分法非適用の関連会社 

主要な会社名 

 藤井空調工業㈱ 

 持分法非適用会社は、いずれも当期純

損益および利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としてその影響

の重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

持分法非適用の関連会社 

主要な会社名 

同左     

    〔会計方針の変更〕 

 当連結会計年度より、「持分法に関す

る会計基準」(企業会計基準第16号 平成

20年３月10日公表分)及び「持分法適用

関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」(実務対応報告第24号 平成20年３月

10日)を適用しております。 

 この変更による損益への影響はありま

せん。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、Aureole Mitani 

Chemical & Environment Inc.、Aureole 

Information Technology Inc.、

Aureole Construction Software 

Development Inc.、Aureole Business 

Components & Devices Inc.、Aureole 

Fine Chemical Products Inc.の決算日は

12月31日であります。連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっております。 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

  ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

 投資事業有限責任組合及びこれに類

する組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項において有価証券とみなさ

れるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算報告書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によって

おります。 

・時価のないもの 

同左        

  ② たな卸資産 

 主として月別総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

② たな卸資産 

同左        
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 当社および国内連結子会社は定率法

を、また在外連結子会社は当該国の会

計基準に基づく定額法を採用しており

ます。 

 但し、当社および国内連結子会社

は、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    ２～50年 

機械装置及び運搬具  ２～17年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

同左 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。 

 但し、市場販売目的のソフトウェア

は、見込販売有効期間（３年）におけ

る見込販売数量に基づく償却額と販売

可能な残存有効期間に基づく均等配分

額を比較し、いずれか大きい額を計上

する方法を採用しております。 

 また、自社利用のソフトウェアは、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

同左 

  ③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。      

③ リース資産 

同左   

  ④ 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

④ 長期前払費用 

同左   
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討して、回収不能

見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会

計年度における支給見込額を計上して

おります。 

② 役員賞与引当金 

同左   

  ③ 受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に備える

ため、当連結会計年度末時点で将来の

損失が確実に見込まれ、かつ、当該損

失額を合理的に見積もることが可能な

ものについては、将来の損失見込額を

計上しております。 

③ 受注損失引当金 

同左   

  ④ 完成工事補償引当金 

 請負工事の無償の補修に備えるた

め、過去の実績に基づき当連結会計年

度の対応額を計上しております。 

④ 完成工事補償引当金 

同左 

  ⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

⑤ 退職給付引当金 

同左 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する退職慰労

金にあてるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (4）重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

 当連結会計年度に着手した工事契約お

よびソフトウェア制作に係る請負契約か

ら当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められるものにつ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の請負契

約については工事完成基準を適用してお

ります。 

〔会計方針の変更〕 

 請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、当社空調事業部の、請負金

額300百万円以上かつ工期１年超の受注

工事については工事進行基準を、その他

の請負工事契約およびソフトウェア制作

に係る請負契約については工事完成基準

を適用しておりましたが、当連結会計年

度より「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を適用し、当連

結会計年度に着手した請負工事契約およ

びソフトウェア制作に係る請負契約で進

捗部分について成果の確実性が認められ

るものについては工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の請負契約については工事完成基準を

適用しております。 

 これにより、当連結会計年度の売上高

は1,249百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ380百万円増加しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。  

(4）重要な収益及び費用の計上基準 

 工事契約及び受注制作のソフトウェア

に係る収益等の認識基準 

 工事契約およびソフトウェア制作に係

る請負契約で、当連結会計年度末までの

進捗部分について成果の確実性が認めら

れるものについては工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の請負契約については工事完成基準

を適用しております。 

────── 

  (5）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産および負

債、収益および費用は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

(5）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算基準 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ会計の適用を原則として

おります。なお、振当処理が可能なも

のは、振当処理を行っております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建債権債務および外貨建予定取

引については、為替予約取引を、借入

金の利息については、金利スワップを

ヘッジ手段としております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 当社グループは、通常業務を遂行す

る上で発生する為替の変動リスクおよ

び金利変動リスクを管理する目的でデ

リバティブ取引を利用しております。

投機を目的とするデリバティブ取引は

行わない方針です。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 比率分析の適用を原則としておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ────── (7）のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、５年間の

均等償却を行っております。 

  ────── (8）連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

および容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

  (9）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(9）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価法によっております。 

────── 

６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

  のれん及び負ののれんの償却について 

 は、５年間の均等償却を行っております。 

────── 

７．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

────── 
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(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

────── １．資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ9百万円

減少し、税金等調整前当期純利益は27百万円減少してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去

債務の変動額は67百万円であります。 

────── ２．企業結合に関する会計基準等の適用 

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、「連結財務諸

表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12

月26日)、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改

正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成20年12

月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第

16号 平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基

準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しておりま

す。 

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  ────── (連結損益計算書) 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基 

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ 

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規 

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目を表示しております。 

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  ──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)」を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。 
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(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

 １．非連結子会社および関連会社に対する主なるものは

次のとおりであります。 

 １．非連結子会社および関連会社に対する主なるものは

次のとおりであります。 

  （百万円）

投資有価証券（株式）        2,016

  （百万円）

投資有価証券（株式）        1,871

 ２．担保に供している資産  ２．担保に供している資産 

  （百万円）

現金及び預金  50

建物及び構築物  179

土地  527

投資有価証券      861

計        1,617

  （百万円）

現金及び預金  50

建物及び構築物  239

土地  527

投資有価証券      763

計        1,580

（対応債務の種類） （百万円）

支払手形及び買掛金        1,229

短期借入金        195

その他（未払金・未払費用）    8

長期借入金    290

計        1,723

（対応債務の種類） （百万円）

支払手形及び買掛金        1,510

工事未払金        0

短期借入金  193

その他（未払金・未払費用）    22

長期借入金    324

計        2,051

３．偶発債務（保証債務） 

 下記の連結子会社以外の会社の仕入先に対する支払

債務および従業員のクレジットカード利用残高につい

て、保証を行っております。 

３．偶発債務（保証債務） 

 下記の連結子会社以外の会社の仕入先に対する支払

債務および従業員のクレジットカード利用残高につい

て、保証を行っております。 

  （百万円）

アドニス㈱    1

従業員    4

計    6

  （百万円）

アドニス㈱    0

従業員    5

計    6

 ４．損失が見込まれる請負工事契約およびソフトウェア

制作に係る請負契約のたな卸資産と受注損失引当金

は、相殺せずに両建てで表示しております。 

損失の発生が見込まれる請負工事契約およびソフトウ

ェア制作に係る請負契約のたな卸資産のうち、受注損

失引当金に対応する額は27百万円（仕掛品）でありま

す。 

    ────── 

  

  （百万円）   （百万円）

５．受取手形割引高    30 ──────        

６．受取手形裏書譲渡高    110 ６．受取手形裏書譲渡高    175
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)  

１． 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益  

   

２． 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額       ────── 

２．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

  （百万円） 

   27

  （百万円） 

     40

２．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

   

       

  （百万円） 

     54

３．固定資産売却益および売却損の内訳 ３．固定資産売却益および売却損の内訳 

（資産の種類） 
  （売却益）   （売却損） 

   （百万円）

建物及び構築物      0    －

機械装置及び運搬具      0      0

工具、器具及び備品      0      －

計      0      0

（資産の種類） 
  （売却益）   （売却損） 

   （百万円）

建物及び構築物      0    －

機械装置及び運搬具      1      0

工具、器具及び備品      0      －

土地      －      9

計      1      9

  

４．固定資産除却損の内訳 

  

４．固定資産除却損の内訳 

（資産の種類） （百万円）

建物及び構築物    15

機械装置及び運搬具    3

工具、器具及び備品    2

ソフトウエア    0

計    21

（資産の種類） （百万円）

建物及び構築物    15

機械装置及び運搬具    3

工具、器具及び備品    2

ソフトウエア    0

その他（無形固定資産）    0

計    22

    

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益           849百万円 

少数株主に係る包括利益            160 

         計            1,010 

その他有価証券評価差額金           819百万円 

繰延ヘッジ損益     6  

為替換算調整勘定  △34 

持分法適用会社に対する持分相当額        △10 

         計              780 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式       55,176  －  －       55,176

合計       55,176  －  －       55,176

自己株式         

普通株式（注）１，２       158       6       1       163

合計       158       6       1       163

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年５月13日 

取締役会 
普通株式       165       3 平成21年３月31日 平成21年６月９日 

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式       165       3 平成21年９月30日 平成21年12月11日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年５月11日 

取締役会 
普通株式       165 利益剰余金       3 平成22年３月31日 平成22年６月９日
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式       55,176  －  －       55,176

合計       55,176  －  －       55,176

自己株式         

普通株式（注）１，２       163       7       0       170

合計       163       7       0       170

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年５月11日 

取締役会 
普通株式           165       3 平成22年３月31日 平成22年６月９日 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式           165       3 平成22年９月30日 平成22年12月６日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年５月10日 

取締役会 
普通株式       165 利益剰余金       3 平成23年３月31日 平成23年６月７日
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     決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

     決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） 

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在） 

  

 ２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳ならびに株式の取得価額と

取得による収入（純額）との関係は次のとおりであり

ます。 

（クラヤ化成㈱）  

  

  （百万円）

現金及び預金勘定       4,421

預入期間が３ヶ月を超える定期預金       △210

担保に供している定期預金       △50

現金及び現金同等物       4,161

  （百万円）

流動資産  2,234

固定資産  427

流動負債  △2,130

固定負債  △257

負ののれん  △83

株式の取得価額  190

現金及び現金同等物  △362

差引：取得による収入  172

  

────── 

  （百万円）

現金及び預金勘定       3,441

預入期間が３ヶ月を超える定期預金       △154

担保に供している定期預金       △50

現金及び現金同等物       3,236

（リース取引関係）

（金融商品関係）
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前連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．その他有価証券 

  

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 384百万円）および投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計 

上額 291百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

（有価証券関係）

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
取得原価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

（連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の） 

      

株式  4,596  2,341  2,255

債券       

国債・地方債等       －       －       －

社債       －       －       －

その他       －       －       －

その他       －       －       －

小計  4,596  2,341  2,255

（連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないも

の） 

      

株式  591  641  △50

債券       

国債・地方債等       －       －       －

社債       －       －       －

その他       －       －       －

その他       －       －       －

小計  591  641  △50

合計  5,187  2,982  2,204
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２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

３．減損処理を行った有価証券 

  当連結会計年度において、その他有価証券の株式について51百万円減損処理を行っております。 

  なお、減損処理にあたっては、期末における時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄については

 全て減損処理を行い、30％以上50％未満の銘柄については時価の回復可能性を検討した上で減損処理を行っ

 ております。  

  

  
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 

（百万円） 
売却損の合計額 

（百万円） 

株式  0  0  －

債券       

国債・地方債等       －       －       －

社債       －       －       －

その他       －       －       －

その他       －       －       －

合計  0  0  －
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当連結会計年度（平成23年３月31日） 

１．その他有価証券 

  

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 379百万円）および投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計 

上額 146百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
取得原価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

（連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の） 

      

株式  3,682  1,766  1,916

債券       

国債・地方債等       －       －       －

社債       －       －       －

その他       －       －       －

その他       －       －       －

小計  3,682  1,766  1,916

（連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないも

の） 

      

株式  1,072  1,240  △168

債券       

国債・地方債等       －       －       －

社債       －       －       －

その他       －       －       －

その他       －       －       －

小計  1,072  1,240  △168

合計  4,754  3,006  1,748
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２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

３．減損処理を行った有価証券 

  当連結会計年度において、その他有価証券の株式について5百万円減損処理を行っております。 

  なお、減損処理にあたっては、期末における時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄については

 全て減損処理を行い、30％以上50％未満の銘柄については時価の回復可能性を検討した上で減損処理を行っ

 ております。  

   

     決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

     決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

     決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 

（百万円） 
売却損の合計額 

（百万円） 

株式  11  0  －

債券       

国債・地方債等       －       －       －

社債       －       －       －

その他       －       －       －

その他       －       －       －

合計  11  0  －

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

（税効果会計関係）
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 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、商品および役務の種類、性質等を勘案してセグメンテーションし、主要な事業として、

情報システム関連事業、樹脂・エレクトロニクス関連事業、化学品関連事業、空調設備工事関連事業、建設

資材関連事業、燃料関連事業およびマンション・ビル等の保全管理等のその他の事業に分類しております。

なお、上記［事業の種類別セグメント情報］につきましては、当連結会計年度の営業損益の大きい事業セグ

メント順に記載しております。 

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  
情報システ
ム関連事業 
（百万円） 

化学品関連
事業 
（百万円） 

空調設備工
事関連事業 
（百万円） 

燃料関連事
業 
（百万円） 

建設資材関
連事業 
（百万円） 

樹脂・エレ
クトロニク
ス関連事業 
（百万円） 

その他
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 
連結

（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益                     

売上高                     
(1）外部顧客に対する売上

高 
    6,020       19,408    9,285    4,732    10,976    1,306    104     51,835     －  51,835

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
    98         18     114   217     826       0    420      1,696  (1,696)    －

計     6,119        19,427     9,399  4,950    11,803    1,307   524     53,531    (1,696) 51,835

営業費用     5,506       18,880   9,015    4,636    11,652    1,489   502     51,681    (532)   51,148

営業利益(又は営業損失)   612      547   384     314     151    △182     22    1,850   (1,163)  686

Ⅱ．資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出                     

資産    8,229      13,260   6,024    2,528     8,142    1,310    727     40,223   3,979    44,203

減価償却費    311      146   107     67     22    53    6      715    75    790

減損損失      －      －    －    －     －      －     －      －       －   －

資本的支出     96      583   61     154    60    21  1    980    107   1,087
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２．各事業区分の主要商品 

   各事業区分の事業内容の変更 

  前第３四半期連結会計期間において、事業活動における取扱商品の営業体制の見直しを契機に、取扱商品の

種類・性質の類似性と今後の事業の拡大、管理の効率化の観点から事業区分の見直しを行った結果、従来、

樹脂・エレクトロニクス関連事業に含めておりました樹脂材料の販売を、化学品関連事業として区分表示す

ることに変更いたしました。この変更により、従来と同一の基準によった場合に比べ、化学品関連事業の売

上高は2億92百万円、営業利益は18百万円それぞれ多く計上されており、樹脂・エレクトロニクス関連事業

の売上高は2億92百万円少なく計上されており、営業損失は18百万円多く計上されております。 

３．前連結会計年度および当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業

費用の金額は1,297百万円および1,245百万円であり、その主なものは、当社の企画・人事部門等の本社管理

部門に係る費用であります。 

４．前連結会計年度および当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は

5,493百万円および6,724百万円であり、その主なものは、長期投資資金（投資有価証券）および本社管理部

門に係る資産（本社社屋および厚生施設）等であります。 

５．減価償却費および資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

６．会計方針の変更等 

  （前連結会計年度）  

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（4）に記載のとおり、請負工事に係る収益の計

上基準については、従来、当社空調事業部の、請負金額300百万円以上かつ工期１年超の受注工事について

は工事進行基準を、その他の請負工事契約およびソフトウェア制作に係る請負契約については工事完成基準

を適用しておりましたが、当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した請負工事契約およびソフトウェア制作に係る請負契約で進捗

部分について成果の確実性が認められるものについては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の請負契約については工事完成基準を適用しております。この変更により、従来と同一の基

準によった場合に比べ、当連結会計年度の情報システム関連事業の売上高は459百万円、営業利益は250百万

円それぞれ多く計上されており、空調設備工事関連事業の売上高は474百万円、営業利益は64百万円それぞ

れ多く計上されており、また、建設資材関連事業の売上高は314百万円、営業利益は53百万円それぞれ多く

計上されております。  

   

事業区分 主要商品 

情報システム関連事業 

システムインテグレーションサービス、パッケージソフトウェアの開発・販売、ネッ

トワーク・セキュリティ等の情報インフラの構築、ハードウェアの保守、システムの

保守・運用サポートサービス、アウトソーシングサービス（ホスティング・ハウジン

グ・データ保管・バックアップサービス） 

樹脂・エレクトロニクス関連

事業 

金型の設計・製造・販売、複合ユニット製品（樹脂・電子部品）・樹脂成形品の製

造・販売、電子部品の販売（セラミック基板、ハイブリッドＩＣ、電気二重層キャパ

シタ、半導体製品等） 

化学品関連事業 

化学品の販売（塩酸、硫酸、苛性ソーダ、その他無機・有機化学品）、機能性材料の

受託製造・販売（健康食品素材、機能性樹脂、触媒、医薬・農薬中間体、電子材料、

食品添加物）、医薬中間体・医薬品原体の製造・販売、化学品・環境に係わるコンサ

ルティング・コーディネーション、樹脂材料の販売 

空調設備工事関連事業 
空調設備・給排水衛生設備・クリーンルーム・消防設備・冷凍冷蔵設備工事の設計施

工（オフィスビル、マンション、ホテル、工場、病院、老健施設等） 

建設資材関連事業 

住宅機器の販売・設計施工（ユニットバス、システムキッチン、洗面化粧台、造付家

具等）、空調機器の販売・設計施工、セメント・生コンクリートの販売、杭工事の施

工、システム収納・システムキッチン・洗面化粧台等の開発・製造・販売・設計施工 

燃料関連事業 
石油製品（A重油、C重油、灯油、軽油、ガソリン、再生油等）の販売、ＬＰＧ・家庭

用燃料電池・太陽光発電システムの販売 

その他 マンション・ビル等の保全管理、飲食業（ベトナム料理） 
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 前連結会計年度および当連結会計年度において、本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売

上高の合計および全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

 前連結会計年度および当連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売

上高の記載を省略しております。  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。  

 当社グループは、当社に商品・サービス別の事業部を設置するとともに、商品・サービス別に子会社を設立し

ており、各事業部および各子会社は包括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、商品・サービス別のセグメントから構成されており、「情報システム関連事

業」、「樹脂・エレクトロニクス関連事業」、「化学品関連事業」、「空調設備工事関連事業」、「住宅設備機

器関連事業」および「エネルギー関連事業」の６つを報告セグメントとしております。 

 「情報システム関連事業」は、システムインテグレーションサービス、パッケージソフトウェアの開発・販

売、ネットワーク・セキュリティ等の情報インフラの構築、ハードウェアの保守、システムの保守・運用サポー

トサービス、アウトソーシングサービスを主要な事業としております。 

 「樹脂・エレクトロニクス関連事業」は、金型の設計・製造・販売、複合ユニット製品・樹脂成形品の製造・

販売、電子部品の販売を主要な事業としております。 

 「化学品関連事業」は、化学品の販売、樹脂材料の販売、機能性材料の受託製造・販売、医薬中間体・医薬品

原体の製造・販売、化学品・環境に係わるコンサルティング・コーディネーションを主要な事業としておりま

す。 

 「空調設備工事関連事業」は、空調設備・給排水衛生設備・クリーンルーム・消防設備・冷凍冷蔵設備工事の

設計施工を主要な事業としております。 

 「住宅設備機器関連事業」は、住宅機器の販売・設計施工、空調機器の販売・設計施工、システム収納・シス

テムキッチン・洗面化粧台等の開発・製造・販売・設計施工を主要な事業としております。 

 「エネルギー関連事業」は、石油製品の販売、ＬＰＧの販売、家庭用燃料電池・太陽光発電システム・風力発

電機器の販売を主要な事業としております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。 

 各セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。   

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）           

（単位：百万円） 

（注）１．調整額は以下のとおりです。  

    (1)セグメント利益の調整額△1,093百万円には、主に全社費用△1,161百万円、セグメント間取引消去67百

        万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門に係る費用であ

ります。  

   (2)セグメント資産の調整額2,521百万円には、主に全社資産5,861百万円、セグメント間債権消去等 

        △3,339百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない長期投資資金およ

び本社管理部門に係る資産であります。  

    (3)その他の項目の減価償却費の調整額67百万円には、全社資産に係る減価償却費84百万円、未実利益消去

     △16百万円が含まれております。 

２．その他の項目の減価償却費および有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用の金額 

が含まれております。 

  

(追加情報) 

 当連結会計年度より、「セグメント情報の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月

27日)及び「セグメント情報の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針20号 平成20年３

月21日)を適用しております。  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。  

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。  

  

  

報告セグメント  

その他 合計  
調整額

（注 1） 

連結財務
諸表計上

額 
化学品関連
事業 

情報シス
テム関連
事業 

エネルギ
ー関連事
業 

空調設備
工事関連
事業 

住宅設備
機器関連
事業 

樹脂・エ
レクトロ
ニクス関
連事業 

計

売上高                       

外部顧客への売上高       25,679       6,108    5,352    9,676    10,802    1,793   59,411      102  59,514  －  59,514

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
        27       58   292     53     704       3    1,140      450  1,591  △1,591    －

計        25,707       6,167  5,644     9,729    11,507    1,796   60,552     553  61,106  △1,591 59,514

セグメント利益       975       647    371   344    △13    △97   2,227     549  2,232  △1,093   1,138

セグメント資産       14,556       8,337    2,474   5,603    7,110    1,427   39,508  864  40,373  2,521   42,894

その他の項目                       

減価償却費 (注２)      213      296     70   102     28    57    767      8  775  67    843

のれんの償却額      －      －     －   －     －    4    4      －  4  －    4

持分法適用会社への投

資額 
 610      919    －   －     43    －   1,573      235  1,809  －    1,809

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

(注２) 
     289       185     26   51    56    95  706    2  708  20   729

ｅ．関連情報
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３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10%以上を

占めるものがないため、記載を省略しております。  

  

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）           

（単位：百万円）

  

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

   

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  

報告セグメント  

その他 合計  調整額 
連結財務
諸表計上

額 化学品関連
事業 

情報シス
テム関連
事業 

エネルギ
ー関連事
業 

空調設備
工事関連
事業 

住宅設備
機器関連
事業 

樹脂・エ
レクトロ
ニクス関
連事業 

計

のれん                       

当期償却額       －       －    －    －    －    4   4      －  4 －  4

当期末残高         －       －   －     －     －       19    19      －  19 －    19

負ののれん                       

当期償却額       18       －    －    －    －    －   18      －  18 －  18

当期末残高         66       －   －     －     －       －    66      －  66 －    66

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

    連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等 

 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．当社役員三谷充氏およびその緊密な者が、期末現在、その議決権の96.73％を直接保有しております。 

２．価格等の取引条件は、市場の実勢価格等に基づき決定しており、一般取引先と同様であります。 

  

   (2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

   連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等 

 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．当社役員三谷充氏およびその緊密な者が、期末現在、その議決権の96.73％を直接保有しております。 

２．価格等の取引条件は、市場の実勢価格等に基づき決定しており、一般取引先と同様であります。 

  

  

（関連当事者情報）

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関連当事
者との関
係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

（百万円）

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

㈱三谷サ

ービスエ

ンジン 

（注）１ 

石川県

金沢市
 42

ガソリン

スタンド

の運営、

各種石油

製品・自

動車用品

等の販売

及び飲食

店経営等 

(被所有)

直接3.67％

ガソリン

等の購入 

役員の兼

任あり 

ガソリン等の購入 

（注）２ 
21  

その他（未

払費用） 
0

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関連当事
者との関
係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

（百万円）

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

㈱三谷サ

ービスエ

ンジン 

（注）１ 

石川県

金沢市
 42

ガソリン

スタンド

の運営、

各種石油

製品・自

動車用品

等の販売

及び飲食

店経営等 

(被所有) 

直接3.67％

燃料製品

の販売・

仕入、ガ

ソリン等

の購入 

役員の兼

任あり 

燃料製品の販売 

（注）２ 
 41

受取手形及

び売掛金 
10

ガソリン等の購入 

（注）２ 
 27

その他（未

払金・未払

費用） 

0
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

    連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等 

 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．当社役員三谷充氏の母であります。 

   ２．当社役員三谷充氏およびその緊密な者が、期末現在、その議決権の96.73％を直接保有しております。 

３．価格等の取引条件は、市場の実勢価格等に基づき決定しており、一般取引先と同様であります。 

  

   (2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

   連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等 

 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．当社役員三谷充氏およびその緊密な者が、期末現在、その議決権の96.73％を直接保有しております。 

２．価格等の取引条件は、市場の実勢価格等に基づき決定しており、一般取引先と同様であります。 

  

  

  

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関連当事
者との関
係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

（百万円）

役員の近親者  

三谷美智

子  

（注）１ 

－  － 

当社代表

取締役会

長の母  

（所有） 

直接 4.55%

建物の修

繕 

 建物の修繕 

（注）３  
 12 －   － 

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

㈱三谷サ

ービスエ

ンジン 

（注）２ 

石川県

金沢市
 42

ガソリン

スタンド

の運営、

各種石油

製品・自

動車用品

等の販売

及び飲食

店経営等 

(被所有)

直接3.67％

ガソリン

等の購入 

役員の兼

任あり 

 ガソリン等の購入 

（注）３ 
 21

その他（未

払費用） 
0

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関連当事
者との関
係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

（百万円）

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

㈱三谷サ

ービスエ

ンジン 

（注）１ 

石川県

金沢市
 42

ガソリン

スタンド

の運営、

各種石油

製品・自

動車用品

等の販売

及び飲食

店経営等 

(被所有) 

直接3.67％

燃料製品

の販売・

仕入、ガ

ソリン等

の購入 

役員の兼

任あり 

燃料製品の販売 

（注）２ 
 39

受取手形及

び売掛金 
8

ガソリン等の購入 

（注）２ 
 32

その他（未

払金・未払

費用） 

0
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額   円 銭359 42

１株当たり当期純利益金額   円 銭4 44

１株当たり純資産額   円 銭355 92

１株当たり当期純利益金額   円 銭10 71

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

 ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

 ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当期純利益（百万円）       244       589

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）       244       589

期中平均株式数（千株）       55,015       55,009

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 881 796

受取手形 583 580

売掛金 5,825 6,688

完成工事未収入金 3,004 2,515

商品及び製品 224 367

仕掛品 159 11

未成工事支出金 220 12

前渡金 43 67

前払費用 84 76

未収収益 10 6

関係会社短期貸付金 378 426

未収入金 60 17

その他 171 243

貸倒引当金 △29 △32

流動資産合計 11,619 11,777

固定資産   

有形固定資産   

建物 8,328 8,378

減価償却累計額 △4,996 △5,199

建物（純額） 3,331 3,178

構築物 656 662

減価償却累計額 △542 △558

構築物（純額） 114 104

機械及び装置 135 130

減価償却累計額 △111 △113

機械及び装置（純額） 24 17

車両運搬具 1 －

減価償却累計額 △1 －

車両運搬具（純額） 0 －

工具、器具及び備品 560 553

減価償却累計額 △483 △453

工具、器具及び備品（純額） 77 99

土地 3,077 3,054

リース資産 119 205

減価償却累計額 △22 △50

リース資産（純額） 97 155

建設仮勘定 2 3

有形固定資産合計 6,725 6,613
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 493 404

電話加入権 24 24

リース資産 10 8

その他 4 4

無形固定資産合計 533 441

投資その他の資産   

投資有価証券 5,805 5,211

関係会社株式 5,511 5,511

出資金 1 1

関係会社出資金 1,028 980

従業員長期貸付金 0 －

関係会社長期貸付金 309 166

差入保証金 596 450

保険積立金 35 38

破産更生債権等 1 1

長期前払費用 18 15

その他 299 124

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 13,606 12,500

固定資産合計 20,865 19,555

資産合計 32,484 31,333

負債の部   

流動負債   

支払手形 47 51

買掛金 3,214 3,805

工事未払金 1,341 768

短期借入金 8,622 7,927

リース債務 27 45

未払金 279 212

未払費用 408 457

未払法人税等 36 37

未払消費税等 21 39

前受金 53 45

未成工事受入金 27 19

預り金 21 27

前受収益 0 0

受注損失引当金 25 11

完成工事補償引当金 18 27

その他 13 13

流動負債合計 14,159 13,491

三谷産業(株)　(8285)　平成23年３月期　決算短信

-44-



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 279 166

預り保証金 74 73

長期未払金 72 －

リース債務 85 126

繰延税金負債 1,227 1,040

退職給付引当金 31 33

役員退職慰労引当金 267 237

資産除去債務 － 33

その他 15 9

固定負債合計 2,053 1,720

負債合計 16,213 15,212

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,702 3,702

資本剰余金   

資本準備金 2,702 2,702

資本剰余金合計 2,702 2,702

利益剰余金   

利益準備金 646 646

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 340 336

プログラム等準備金 5 －

配当積立金 － 200

別途積立金 6,820 6,920

繰越利益剰余金 779 608

利益剰余金合計 8,592 8,711

自己株式 △35 △36

株主資本合計 14,960 15,078

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,319 1,042

繰延ヘッジ損益 △8 △0

評価・換算差額等合計 1,310 1,042

純資産合計 16,271 16,120

負債純資産合計 32,484 31,333

三谷産業(株)　(8285)　平成23年３月期　決算短信

-45-



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高   

商品売上高 18,160 19,278

完成工事高 8,317 8,236

売上高合計 26,478 27,514

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 243 224

当期商品仕入高 14,831 15,966

合計 15,074 16,190

商品期末たな卸高 224 367

商品売上原価 14,850 15,823

完成工事原価 7,165 7,107

売上原価合計 22,015 22,930

売上総利益   

商品売上総利益 3,310 3,455

完成工事総利益 1,152 1,129

売上総利益合計 4,462 4,584

販売費及び一般管理費   

手数料 663 567

旅費及び交通費 258 272

役員報酬 160 151

従業員給料 1,089 1,149

従業員賞与 282 334

退職給付費用 60 60

役員退職慰労引当金繰入額 17 17

福利厚生費 331 363

賃借料 435 405

減価償却費 467 436

貸倒引当金繰入額 － 4

その他 671 663

販売費及び一般管理費合計 4,437 4,426

営業利益 25 158

営業外収益   

受取利息 10 9

受取配当金 434 349

投資事業組合運用益 29 1

仕入割引 19 23

賃貸料 175 173

その他 84 82

営業外収益合計 754 640

営業外費用   

支払利息 78 71

賃貸設備費 115 113

その他 25 63

営業外費用合計 219 249

経常利益 559 549
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 0 －

関係会社株式売却益 376 0

関係会社投資損失引当金戻入額 9 －

貸倒引当金戻入額 11 －

その他 0 0

特別利益合計 397 0

特別損失   

固定資産売却損 0 9

固定資産除却損 6 6

投資有価証券評価損 16 －

関係会社株式評価損 169 －

関係会社出資金評価損 － 47

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10

その他 1 0

特別損失合計 193 74

税引前当期純利益 764 475

法人税、住民税及び事業税 21 25

法人税等調整額 △11 1

法人税等合計 9 26

当期純利益 754 449
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 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算の方法により、工事ごとに原価を材料費、外注費および経費の要素別に分類

集計しております。 

完成工事原価報告書

    
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費         2,393  33.4       2,001  28.1

Ⅱ 外注費         3,755  52.4       4,105  57.8

Ⅲ 経費         1,017  14.2       1,000  14.1

（うち人件費）    (543)  (7.5)  (507)  (7.1)

計         7,165  100.0       7,107  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,702 3,702

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,702 3,702

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,702 2,702

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,702 2,702

資本剰余金合計   

前期末残高 2,702 2,702

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,702 2,702

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 646 646

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 646 646

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 345 340

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 △4 △4

当期変動額合計 △4 △4

当期末残高 340 336

プログラム等準備金   

前期末残高 18 5

当期変動額   

プログラム等準備金の取崩 △12 △5

当期変動額合計 △12 △5

当期末残高 5 －

配当積立金   

前期末残高 290 －

当期変動額   

配当積立金の取崩 △290 －

配当積立金の積立 － 200

当期変動額合計 △290 200

当期末残高 － 200
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

別途積立金   

前期末残高 7,280 6,820

当期変動額   

別途積立金の取崩 △460 －

別途積立金の積立 － 100

当期変動額合計 △460 100

当期末残高 6,820 6,920

繰越利益剰余金   

前期末残高 △412 779

当期変動額   

配当積立金の取崩 290 －

別途積立金の取崩 460 －

圧縮記帳積立金の取崩 4 4

プログラム等準備金の取崩 12 5

配当積立金の積立 － △200

別途積立金の積立 － △100

剰余金の配当 △330 △330

当期純利益 754 449

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 1,191 △171

当期末残高 779 608

利益剰余金合計   

前期末残高 8,167 8,592

当期変動額   

配当積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

圧縮記帳積立金の取崩 － －

プログラム等準備金の取崩 － －

配当積立金の積立 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △330 △330

当期純利益 754 449

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 424 118

当期末残高 8,592 8,711

自己株式   

前期末残高 △34 △35

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 △35 △36
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 14,537 14,960

当期変動額   

剰余金の配当 △330 △330

当期純利益 754 449

自己株式の取得 △0 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 423 117

当期末残高 14,960 15,078

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 504 1,319

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 814 △276

当期変動額合計 814 △276

当期末残高 1,319 1,042

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △15 △8

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6 8

当期変動額合計 6 8

当期末残高 △8 △0

評価・換算差額等合計   

前期末残高 489 1,310

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 820 △268

当期変動額合計 820 △268

当期末残高 1,310 1,042

純資産合計   

前期末残高 15,026 16,271

当期変動額   

剰余金の配当 △330 △330

当期純利益 754 449

自己株式の取得 △0 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 820 △268

当期変動額合計 1,244 △150

当期末残高 16,271 16,120
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 該当事項はありません。 

   

  

(4）継続企業の前提に関する注記

(5）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっており

ます。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

・時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）によっております。 

(2）その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

  ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっており

ます。 

 投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（金融商品取引法第２条

第２項において有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最近の決

算報告書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

・時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品及び製品 

  月別総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）によっておりま

す。 

(1）商品及び製品 

 同左 

  (2）仕掛品、未成工事支出金 

  個別法による原価法によっておりま

す。 

(2）仕掛品、未成工事支出金 

 同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。但し、平

成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

   建物 ３～50年 

 機械及び装置 ６～17年 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアは、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産  

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

  なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

(3）リース資産  

同左  

  (4）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(4）長期前払費用 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討して、回収不能見込額を

計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に備えるた

め、当事業年度末時点で将来の損失が確

実に見込まれ、かつ、当該損失額を合理

的に見積もることが可能なものについて

は、将来の損失見込額を計上しておりま

す。 

(2）受注損失引当金 

同左 

  (3）完成工事補償引当金 

 請負工事の無償の補修に備えるため、

過去の実績に基づき、当事業年度の対応

額を計上しております。 

(3）完成工事補償引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する退職慰労金

にあてるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

  (6）関係会社投資損失引当金 

 関係会社に対する投資の損失に備える

ため、関係会社の財政状態等を勘案し、

損失見込額を計上しております。 

────── 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

６．収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準 

 当事業年度に着手した工事契約および

ソフトウェア制作に係る請負契約から当

事業年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められるものについては工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他の請負契約につい

ては工事完成基準を適用しております。 

〔会計方針の変更〕 

 請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、空調事業部の、請負金額300

百万円以上かつ工期１年超の受注工事に

ついては工事進行基準を、その他の請負

工事契約およびソフトウェア制作に係る

請負契約については工事完成基準を適用

しておりましたが、当事業年度より「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基

準第15号 平成19年12月27日）及び「工事

契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月

27日）を適用し、当事業年度に着手した

請負工事契約およびソフトウェア制作に

係る請負契約で進捗部分について成果の

確実性が認められるものについては工事

進行基準 （工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の請負契約について

は工事完成基準を適用しております。 

 これにより、当事業年度の売上高は916

百万円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ317百万円増

加しております。    

 工事契約及び受注制作のソフトウェア

に係る収益等の認識基準 

 工事契約およびソフトウェア制作に係

る請負契約で、当連結会計年度末までの

進捗部分について成果の確実性が認めら

れるものについては工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の請負契約については工事完成基準

を適用しております。 

────── 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ会計の適用を原則としてお

ります。なお、振当処理が可能なもの

は、振当処理を行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建債権債務および外貨建予定取引

については、為替予約取引を、借入金の

利息については、金利スワップをヘッジ

手段としております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は、通常業務を遂行する上で発生

する為替の変動リスクおよび金利変動リ

スクを管理する目的でデリバティブ取引

を利用しております。投機を目的とする

デリバティブ取引は行わない方針です。

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 比率分析の適用を原則としておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

(1）消費税等の会計処理について 

同左 

(6）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

──────  資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第21号 平成20年３月31日)を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ4百万円

減少し、税引前当期純利益は14百万円減少しておりま

す。 
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(7）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

 １．債務の担保に供している資産と債務の種類  １．債務の担保に供している資産と債務の種類 

（担保提供資産の種類） （百万円）

現金及び預金       30

投資有価証券       808

計       838

（担保提供資産の種類） （百万円）

現金及び預金       30

投資有価証券       763

計       793

（対応債務の種類）   

買掛金       923

未払金       4

未払費用       4

保証債務       295

計       1,227

（対応債務の種類）   

買掛金       1,160

未払金       19

未払費用       2

保証債務       338

計       1,521

 ２．有形固定資産の取得価額より控除されている圧縮記

帳額 

 ２．有形固定資産の取得価額より控除されている圧縮記

帳額 

  （百万円）

建物       15

土地       41

  （百万円）

建物       15

土地       41

３．偶発債務（保証債務） 

  下記の関係会社等の仕入先に対する支払債務およ

び金融機関等からの借入金について、保証を行ってお

ります。 

３．偶発債務（保証債務） 

  下記の関係会社等の仕入先に対する支払債務およ

び金融機関等からの借入金について、保証を行ってお

ります。 

  （百万円）

三谷住建販売㈱       60

㈱インテンザ       0

三谷産業イー・シー㈱       302

相模化成工業㈱       75

クラヤ化成㈱       241

Aureole Business Components 

& Devices Inc. 
      53

Aureole Construction 

Software Development Inc. 
      0

その他       6

計       740

  （百万円）

三谷住建販売㈱       82

㈱インテンザ       2

三谷産業コンストラクションズ㈱       14

三谷産業イー・シー㈱       343

相模化成工業㈱       175

クラヤ化成㈱       200

Aureole Business Components & 

Devices Inc. 
      170

その他       6

計       996

 ４．関係会社項目 

 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する主な資

産および負債には次のものがあります。 

 ４．関係会社項目 

 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する主な資

産および負債には次のものがあります。 

  （百万円）

売掛金       748

買掛金       345

短期借入金       1,526

  （百万円）

売掛金       720

買掛金       321

短期借入金       2,324

 ５．損失が見込まれる請負工事契約およびソフトウェア

制作に係る請負契約のたな卸資産と受注損失引当金 

は、相殺せずに両建てで表示しております。 

 損失の発生が見込まれる請負工事契約およびソフト

ウェア制作に係る請負契約のたな卸資産のうち、受注

損失引当金に対応する額は25百万円（仕掛品）であり

ます。 

  ────── 
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

 １．売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額 

（百万円） 

      

 ２．関係会社項目 

 関係会社との取引には、次のものがあります。 

25

   ────── 

  

     

 ２．関係会社項目 

 関係会社との取引には、次のものがあります。 

  （百万円）

受取配当金       316

賃貸料       160

  （百万円）

受取配当金       235

賃貸料       157

 ３．研究開発費の総額 

 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

（百万円） 

      17

 ３．研究開発費の総額 

 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

（百万円） 

      28

 ４．固定資産売却益および売却損の内訳  ４．固定資産売却益および売却損の内訳 

 (資産の種類) （売却益） （売却損）

  （百万円）

機械及び装置       －       0

工具、器具及び備品       0       －

計       0       0

 (資産の種類) （売却益） （売却損）

  （百万円）

土地       －       9

計       －       9

 ５．固定資産除却損の内訳  ５．固定資産除却損の内訳 

  

  （百万円）

建物       4

構築物       0

工具、器具及び備品       1

計       6

  

  （百万円）

建物       0

構築物       0

機械及び装置       3

車両運搬具       0

工具、器具及び備品       2

その他（無形固定資産）       0

計       6
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前事業年度 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

当事業年度 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

   決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前事業年度（平成22年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式 

  

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式（貸借対照表計上額 4,840百万円）および関連会社株式（貸借対照表計上額 111百万円）に 

   ついては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握すること 

   が極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。 

  

当事業年度（平成23年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式 

  

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式（貸借対照表計上額 4,840百万円）および関連会社株式（貸借対照表計上額 111百万円）に 

   ついては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握すること 

   が極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。 

  

   

   決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注）１，２       152       6       1       157

合計       152       6       1       157

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注）１，２       157       7       0       164

合計       157       7       0       164

（リース取引関係）

（有価証券関係）

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

関連会社株式       560  613  53

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

関連会社株式       560  502  △58

（税効果会計関係）

三谷産業(株)　(8285)　平成23年３月期　決算短信

-58-



  

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

   該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 295 74

１株当たり当期純利益金額 円 銭 13 72

１株当たり純資産額 円 銭 293 5

１株当たり当期純利益金額 円 銭 8 16

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい 

 ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい 

 ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当期純利益（百万円）       754       449

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）       754       449

期中平均株式数（千株）       55,021       55,015

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

①代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

②その他の役員の異動 

・新任取締役候補 

  

(2）受注および販売の状況 

①受注実績  

                                             （単位：百万円） 

 （注）１．受注実績の金額には、セグメント間の内部受注高および受注残高を含めて記載しております。 

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 ②販売実績 

                                       （単位：百万円）  

 （注）１．販売実績の金額には、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。 

    ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

６．その他

新 役 職 名 氏  名 現 役 職 名 

取締役 社長室長 道上 和彦 執行役員 社長室長 

      取締役 花田 光世 － 

セグメントの名称  
当連結会計年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日） 

受注高 前期比(％) 受注残高 前期比(％) 

 情報システム関連事業  6,289  104.0  3,011  104.2

 空調設備工事関連事業  10,176  154.5  7,013  106.8

 住宅設備機器関連事業  11,624  134.8  6,607  101.8

セグメントの名称 
当連結会計年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日） 

 売上高 前期比(％) 

 化学品関連事業  25,707  132.3

 情報システム関連事業  6,167  100.8

 エネルギー関連事業  5,644  114.0

 空調設備工事関連事業   9,729  103.5

 住宅設備機器関連事業  11,507  97.5

 樹脂・エレクトロニクス関連事業  1,796  137.5

 その他  553  105.6

 合 計  61,106  114.2
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